
下請契約等における暴力団排除に関する特約

発注者及び受注者は、姫路市暴力団排除条例（平成２４年姫路市条例第４９号）第７条の規定に基づき、暴力団を利することとならないよう必要な措置を実施することとして、以下の各項のとおり合意する。

１　受注者は、この特約の第９項⑴から⑹までのいずれかに該当する者（以下「排除対象業者」という。）を、下請契約等（この工事の一部について締結する請負契約（以下「下請契約」という。）及び資材又は原材料の購入契約その他のこの契約の履行に伴い締結する契約をいう。以下同じ。）の相手方としてはならない。
２　受注者は、自らを発注者とする下請契約等を締結する場合においては、この特約に準じた条項を含んだ下請契約等を締結しなければならない。

３　受注者は、下請契約等の相手方が排除対象業者であることを知ったときは、直ちに発注者に報告するとともに、当該下請契約等の相手方との契約を解除し、又は当該下請契約等の相手方に対し契約を解除させるようにしなければならない。

４　前項の規定による下請契約等の解除により受注者に損害が生じても、発注者はその責めを負わない。

５　発注者は、受注者及び下請契約等の相手方が排除対象業者に該当しないことを確認するため、受注者に対して、役員等（法人等（法人その他の団体をいう。以下同じ。）にあっては、役員（法人等において、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該法人等に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者をいう。以下同じ。）その他経営に実質的に関与している者若しくは相当の責任の地位にある者（役員以外で業務に関し監督する責任を有する使用人をいう。以下同じ。）、個人にあっては、その者又は経営に実質的に関与している者若しくは相当の責任の地位にある者をいう。以下同じ。）の名簿その他の必要な情報（以下「役員名簿等」という。）の提供を求めることができる。

６　受注者は、前項の求めがあったときは、速やかに役員名簿等を発注者に提供しなければならない。

７　発注者は、元請契約の発注者を通じて、受注者から提供された役員名簿等を所轄の警察署長に提供することができる。

８　受注者は、この工事の施工に伴い排除対象業者から工事の妨害その他不当な要求を受けた場合（当該要求を下請契約等の相手方が受けた場合を含む。）は、その旨を直ちに発注者に報告するとともに、所轄の警察署に届け出て、捜査上必要な協力を行わなければならない。

９　発注者は、受注者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。
⑴　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であることが明らかになったとき。
⑵　暴力団員が役員として経営に関与していることが明らかになったとき（実質的に関与している場合を含む。）。
⑶　暴力団員を相当の責任の地位にある者として使用し、又は代理人として選任していることが明らかになったとき。

⑷　役員等が、自己若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に損害を与えるため、暴力団若しくは暴力団員の威力を利用したことが明らかになったとき。

⑸　役員等が、暴力団又は暴力団員に資金的援助等の経済的便宜を図ったとき。

⑹　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有していると認められるとき。

⑺　下請契約等を締結するに当たり、その相手方が排除対象業者であることを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

⑻　受注者が、排除対象業者を下請契約等の相手方としていた場合（⑺に該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。

⑼　受注者が、下請契約等の相手方が排除対象業者であることを知りながら、正当な理由なく発注者への報告を怠り、又は下請契約等の相手方に対し契約を解除させるための措置を講じないとき。

⑽　⑴から⑼までのほか、受注者が正当な理由がないにもかかわらずこの特約の条項に故意に違反し、その違反により暴力団を利する行為をしたと認められるとき。
１０　前項の規定による解除に伴い、受注者に損害が生じたとしても、受注者は発注者に対してその賠償を請求することができない。
１１　受注者は、この契約の締結前に次の事項に関して元請契約の発注者に対する誓約書を発注者に提出するものとする。

⑴　受注者が排除対象業者でないこと。

⑵　下請契約等を締結するに当たり、排除対象業者を契約の受注者としないこと。

⑶　下請契約等の受注者が排除対象業者であることが判明したときには、その旨を元請契約の受注者に報告するとともに、その者をこの工事契約から排除すること。

⑷　受注者が前３号の事項に違反したときには、契約の解除、違約金の請求その他の発注者が行う一切の措置について異議を述べないこと。

⑸　受注者は、下請契約を締結した場合には、下請契約の受注者から、この誓約書と同内容の元請契約の発注者に対する誓約書を下請契約の締結後直ちに元請契約の受注者に提出させること。

⑹　受注者は、下請契約の受注者が誓約書を提出していないことが判明した場合には、直ちにその提出を求め、下請契約の受注者がこれに応じないときは、その旨を元請契約の受注者に報告すること。

⑺　元請契約の受注者が、受注者又は下請契約等の受注者が排除対象業者に該当するのか否かを確認するために、その役員等の名簿その他の情報の提供を求めた場合には、受注者は速やかに必要な情報を元請契約の受注者に提出すること。

⑻　受注者は、この工事契約の履行に伴い、排除対象業者から工事の妨害その他の不当な手段による要求（以下「不当介入」という。）を受けたときには、元請契約の受注者に報告すること。

⑼　受注者は、下請契約等の受注者に対し、当該下請契約等の履行に伴い不当介入を受けたときには、受注者に報告するよう指導すること。

⑽　受注者は、下請契約等の受注者から不当介入を受けたという報告を受けたとき及び下請契約等の受注者が当該下請契約等の履行に伴い不当介入を受けたことを知ったときには、元請契約の受注者に報告すること。
１２　受注者は、下請契約を締結する場合において、当該下請契約の受注者に前項に準じた元請契約の発注者に対する誓約書を下請契約の締結後直ちに提出させ、当該誓約書（第２項の規定によりこの特約に準じて下請契約に定めた規定により提出させた誓約書を含む。）を発注者に提出しなければならない。

１３　受注者は、下請契約の受注者が前項の誓約書を提出しないときは、その旨を元請契約の受注者に報告しなければならない。
◎下記に示す特約は、下請負人等から暴力団関係者を排除するために必要な措置の一例として作成した下請契約書に使用する特約のひな形です。


◎使用にあたっては、各社の契約形態にあわせて使用していただくようお願いします。









